
令和４年 名古屋市会の歩み

新型コロナウイルス感染症への対応に関する予算

可決した意見書・決議

　名古屋市会において、令和4年に審議・可決した新型コロナウイルス感染症への対応予算の累計は約1,043億円（令和4年11月定例会閉会まで）で
す。可決した予算の内容を抜粋してご紹介します。

　市民のくらしに関する身近な問題でも、それが国などの仕事であるため、名古屋市だけでは解決できないことがあります。このような場合には、名古
屋市会の意見を法律に基づく「意見書」として国などに提出して、市民の希望がかなうよう求めます。
　名古屋市会では令和4年に以下の12件の意見書を可決し、国会および関係行政庁に提出しました。

　名古屋市会では、市の仕事を６つに分けて常任委員会を設置しています。常任委員会は、定例会や臨時会における条例案や予算などの審査のほか、
閉会中も市の仕事のチェックや施設などの調査（現場視察）など年間を通して活発に活動を行っています。
　また、特定の問題を調査するため、６つの特別委員会を設置し、委員会の中でさまざまな議論を行っています。
　このほか、市会の運営などについて協議するため、議会運営委員会を設置しています。
　ここでは、各委員会の開催日数や常任委員会の閉会中の議論の内容などについてご紹介します。

※また、「ロシアによるウクライナ侵略に抗議する決議」および「北朝鮮の弾道ミサイル発射に抗議する決議」の2件の決議を可決しました。
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経 済

住民税非課税世帯等を
対象に５万円を支給
　電力・ガス・食料品等の価格高騰に
よる家計への影響が特に大きい住民
税非課税世帯等を対象に、１世帯当
たり５万円を支給（９月定例会議決）

146
億円余

小児用の新型コロナ
ウイルスワクチン接種の
ための体制整備
　小児用（５～１１歳用）ワクチンについて
希望する市民に速やかに接種を実施で
きるような体制整備等（２月定例会議決）

24
億円余

高齢者のインフルエンザ
予防接種を無料実施
　新型コロナウイルス感染症と同時
流行が懸念されているインフルエン
ザについて、65歳以上の高齢者等の
自己負担額を助成（９月定例会議決）

6
億円余

生活保護世帯から
大学等へ進学した
学生へ支援金を支給
　生活保護世帯から進学した学生
に対し、1人当たり10万円の支援
金を支給（６月定例会議決）

3千万
円余

中小企業の事業展開を
支援
　コロナ禍において原油価格等高騰の
影響を受ける市内中小企業の支援とし
て、事業転換・事業多角化のための経費
を補助（６月定例会・11月定例会議決）

24
億円余

プレミアム付商品券の
発行
　地域経済の活性化を図るため、ス
マートフォンを活用した電子商品券へ
のポイント付与と紙のプレミアム付商
品券の発行を実施（２月定例会議決）

65
億円余

教育・子ども

消防・交通

子育て世帯を対象に
５万円を支給
　低所得の子育て世帯の支援とし
て、児童扶養手当受給世帯や住民
税非課税世帯等に、児童１人につ
き５万円を支給（５月臨時会議決）

28
億円余

学校や保育所等の
給食費を支援
　保護者負担を増額せずに現在
の給食の水準を維持するため、高
騰する食材費の増額分を支援（６
月定例会議決）

17
億円余

高等学校へ
タブレット端末を導入
　ウィズコロナ下でのオンライン
学習環境を整備するため、市立高
等学校における１人１台タブレット
端末を整備（2月定例会議決）

2
億円余

子ども食堂へ
食材を配布
　食料品価格の高騰に対応する
ため、安定的に運営できるよう、食
材を配付（11月定例会議決）

2千万
円余

地域巡回路線等を維持
するために補助を実施
　地域巡回路線等について、運輸
収益の減額により、収支が悪化す
ることによる補助の増額（2月定例
会議決）

10
億円余

救急活動用資器材の
購入
　ひっ迫する救急需要に対応する
ため、昼間時間帯の救急隊を増隊
するために必要な資器材の購入
等（９月定例会議決）

2千万
円余

議会での主な新型コロナ対策
　名古屋市会では、コロナ禍においても円滑な議会運営を行うため、主
に次のような対策を実施しています。
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2月定例会
　翌年度の当初予算や、予算に関する条例などの審議を行
います。
　2月定例会は、2月18日から3月22日まで開かれました。
　令和4年度予算などの市長提出案件70件、議員提出議案5
件についての審議などを行いました。

５月臨時会
　市会の新しい構成などを決めます。
　５月臨時会は、５月19日から23日まで開かれました。
　補正予算など市長提出案件５件についての審議のほか、正
副議長の選挙、常任委員会および特別委員会の委員選任な
どを行いました。

６月定例会
　条例や補正予算などの審議を行います。
　6月定例会は、6月17日から7月4日まで開かれました。
　新型コロナウイルス感染症への対応などに関する補正予
算や条例案など市長提出案件21件、議員提出議案2件につ
いての審議などを行いました。

９月定例会
　前年度の決算の審査を行うとともに、条例や補正予算など
の審議を行います。
　9月定例会は、9月９日から10月12日まで開かれました。
　新型コロナウイルス感染症への対応などに関する補正予
算や条例案、令和３年度決算認定案など市長提出案件50件、
議員提出議案10 件についての審議などを行いました。

11月定例会

2月定例会 ５月臨時会 ６月定例会 ９月定例会 11月定例会

　条例や補正予算などの審議を行います。
　11月定例会は、11月18日から12月7日まで開かれました。
　新型コロナウイルス感染症への対応などに関する補正予
算や条例案など市長提出案件５３件、議員提出議案３件につい
ての審議などを行いました。

年間
カレンダー

各委員会の活動 各委員会の活動 各委員会の活動 各委員会の活動各委員会の活動 各委員会の活動

●名古屋市会の日程や議案の取り扱いなどを議論しました。

大都市制度・広域連携促進特別委員会

防災・エネルギー対策特別委員会

産業・歴史文化・観光戦略特別委員会

都市活力向上特別委員会

公社対策特別委員会

安心・安全なまちづくり対策特別委員会

（国の施策・予算に関する提案など）

（大規模災害等への総合的な対策など）

（重点的に活性化を図る分野の産業の振興など）

（都心部等における戦略的なまちづくりなど）

（名古屋高速道路公社等の公社の活動状況など）

（交通安全・地域の安全の確保など）

委員会（主な設置目的）

①議席、説明員席に飛沫防止パネルを設置する。
②質問者席を設置し、質疑・質問の際の再質問は質問者席
　（飛沫防止パネルも設置）で行う。

本会議関係

①委員席、市職員席に飛沫防止パネルを設置する。
②運営に支障を来さない範囲での説明員の調整、
　案件ごとの説明員の入れ替えを行う。

委員会関係

●第５回アジアパラ競技大会について
●名古屋市パートナーシップ・ファミリーシップ制度（案）
について　などを議論しました
現場視察
●「中部国際空港」における二本目滑走路など将来構想
の状況　などについて視察しました

●瑞穂公園陸上競技場地区バリアフリー基本構想（案）
について
●今後の財政見通しについて　などを議論しました
現場視察
●「衛生研究所」における新型コロナウイルス検査の実
施状況　などについて視察しました

●学校での事故の対応について
●小学校年齢期における放課後施策の新たな方向性
（案）について　などを議論しました
現場視察
●「にじが丘荘」における自立支援が必要な方等への援
助に関する取り組み　などについて視察しました

●地下鉄可動式ホーム柵の整備について
●名城公園地下横断歩道の整備について　などを議論し
ました
現場視察
●「東山動植物園」における東山動植物園再生プランに
基づく整備状況　などについて視察しました

●博物館基本構想の策定に向けた検討状況（金シャチ横丁第二期整備）について
●名古屋城天守閣整備事業における解体と復元を一体と
した全体計画（中間報告）について　などを議論しました
現場視察
●技術系スタートアップ企業等支援拠点「Nagoya Musubu Tech Lab」
におけるスタートアップ企業等への支援状況　などについて視察しました

●消防学校の今後の体制について
●なごや集約連携型まちづくりプランの一部改定につ
いて　などを議論しました
現場視察
●「港防災センター」における防災情報の普及啓発に関
する取り組み　などについて視察しました

定例会・臨時会の開催状況 令和4年1月～11月定例会閉会まで 委員会の活動状況 令和4年1月～11月定例会閉会まで

●障害者虐待防止法の改正を求める意見書
●成年年齢引下げ及びデジタル化に伴う消費者
被害対策の推進を求める意見書
●特定外来生物ヒアリの水際対策の強化を求め
る意見書
●通学路の安全確保に関する意見書
●銃器犯罪を含めあらゆる暴力の根絶を求める
意見書

●インフラの老朽化対策の推進に関する意見書
●少人数学級の推進、教職員定数の改善及び義
務教育費国庫負担制度の拡充に関する意見書
●生活保護世帯の子どもの大学等への進学に関
する意見書
●女性デジタル人材育成の強力な推進を求める
意見書

●プラスチック資源の循環に向けた支援の充実
に関する意見書
●学校施設への空調設備の整備促進に関する意
見書
●環境教育の推進及びカーボンニュートラル達
成に向けた学校施設のＺＥＢ化のさらなる推進
を求める意見書

広報なごや 市会だより（2） 令和5年1月 （３）臨時号広報なごや 市会だより


